
政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：平成 31年 4月26日 1頁

後期基本計画 平成３１年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  滝田　俊一

住民自治を支える財政体質の確立を図るとともに、公共施設等総合管理計画に基づいて、今後の財産管理と活用の基盤を構

築し、次代につなげる財務基盤を整えることを目指します。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

暮 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

1 ら 40 43 46 50 50 -
％ 37

し - - - - - 0.0

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 63 67 71 75 75 -
％ 60.1

福 - - - - - 0.0

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
暮

財政健全化判断比率（実質公債費比率）
1 ら

6.5 6 5.5 5 5 -
し ％ 7.2

- - - - - 0.0

06040200 公共施設等財産管理の推進
暮

滝沢市は住みやすい市だと感じている人の割合
2 ら

0 0 0 0 0 -
し ％ 0

- - - - - 0.0



状

を推進していく必要が

況

あり、関連性がありま

分

す。

・人口増の鈍化、

析

少子高齢化の進行によ

(

る扶助費等の増高や様

２

々な行政需要の拡大に

)

伴い歳出が増加する中

 

、効果の高い事

業の選

基

択と集中及び自主財源

本

の確保が求められてい

施

ます。財政状況と国・

策

県の動向を的確に分析

の

し、有利な国・県支出

実
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地方債等財源の研
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究と導入を図るととも
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影
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す

公共施設等の老朽化と

る

利用需要の変化が想定

社

される中、長期的な視

会

点を持って更新・統合
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化・長寿命化などを計
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画

的に行い最適な管理

変

を行っていくことが求

化
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計制度
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政

産台帳のセグメント分

策

析を踏まえながら、今

と

後の財産管理・活用の

の

基盤を整えていくもの

関

とし

ます。

(２) 基

連

本計画期間内の取り組
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みと方針のうち、平成

３

31年度の重点課題
・

．

平成27年度から実施

基

している財政構造改革

本

の取り組みを推進しま

施

す。

・公共施設総合管

策

理計画の個別施設計画

の

の策定を進めます。

(

実

３) 基本計画期間及

現

び平成31年度重点課

に

題に基づく優先順位の

向

考え方
・住民自治を支

け

える財政体質の確立の

て

ためには、収支決算の

の

状況を詳細に分析し、

取

中期財政計画の見通し

り

を立てていく必要

があ

組

ります。それを踏まえ

み

て財政構造改革を推進

を

し、財政需要の増大に

決

対し事務事業を厳選す

定

るとともに、有利な特

す

定財源

の研究・導入と

る

自主財源の拡大に努め

(

ていく必要があります

１

。

・公共施設等財産管

)

理の推進に関しては、

 

平成28年度策定した

基

公共施設等総合管理計

本

画に基づき、固定資産

施

台帳のセグメン

ト分析

策

を取り入れながら、財

の

産管理・活用の基盤を

達

整え、将来にわたり最

成

適環境を整える必要が
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あります。

実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｂ 最終更新日：平成 31年 4月26日 2頁

後期基本計画 平成３１年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  滝田　俊一

・財務体質の確立について、財政健全化判断比率の諸指標(実質公債費比率、将来負担比率等)は健全化を要する数値には、

至っていませんが、財源を調整する基金の積立金現在高比率は県内市

政

部で下位にあり計画的

 

な基金の保有が求めら

 

れていま

す。また、義

 

務的経費の増大、起債

 

残高が過去最大の状況

策

であり、事務・事業の

:

見直しと有利な特定財

基

源の研究・導入及び

自

本

主財源の拡大が求めら

施

れています。

・公共施

策

設等財産管理基盤の構

:

築については、平成2
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8年度に策定しました

管

「公共施設等総合管理

課
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を
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．
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施
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019年10月1日の

実
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現
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向

、社会保障費の財源を

け
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現
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状
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を
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識
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す

市人口増の鈍化、公共

る

施設等の老朽化対策、
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少子高齢化の進行等に

１

よる扶助費の増高や様

)

々な行政

需要の増加に

 

伴い、実施事業につい

基

ては厳選するとともに

本

自主財源の拡大確保が

施

求められています。

政

策

策支援部門として行財

目

政基盤の確立を目指す

標

ためには、将来に向け

の

て安定した財務体質を

進

確立していくとともに

捗

、公共施

設等財産管理



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ｂ 最終更新日：平成 31年 4月26日 3頁

後期基本計画 平成３１年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  滝田　俊一

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

06040100  住民自治を支える財務体質の確立

43,233 57,534 △24.9 43,233 43,233 43,233 172,932

06040200  公共施設等財産管理の推進

9,561 9,493 0.7 8,576 8,576 5,976 32,689

06049000  【6-4 基本施策目標値入力用】

0 0 0.0 0 0 0 0


